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令和３年度 第１回高知支部評議会 議事録 

 

開催日時 令和３年７月１６日（金）15：00～17：00 

 

開催場所 高知会館４階「やまもも」 

 

出席者  被保険者代表   田香評議員、市川評議員 

     事業主代表    古谷評議員、𠮷村評議員、 末評議員 

     学識経験者    遠山評議員（議長）、中川評議員 

 

議題 

１．令和２年度決算報告について（資料 1、1-1、1-2） 

２．令和２年度事業報告について（資料 2） 

３．インセンティブ制度の見直しについて（資料 3、3-1） 

 

議題１．令和２年度決算報告について 

議題２．令和２年度事業報告について 

 

事務局より令和２年度の決算報告と事業報告について、資料 1、1-1、1-2 及

び資料２により説明。 

 

（被保険者代表） 

保険料収入においては、基本給のほか残業手当等を含め算定した標準報酬月額

を基とするが、基本給のみでの算定など、誤った標準報酬月額の届出等による

保険料収入減への対応はいかなるものか。 

 

（事務局） 

毎年 9 月の定時決定にあたっては、標準報酬月額の定時決定書類となる算定基

礎届を、留意事項等記載要領とあわせて日本年金機構から事業所へ送付し、適

正な届出の周知を図っている。また、調査権限を有する日本年金機構の事業所

調査によって標準報酬等の確認を行い、届出の適正化を図っている。 

 

（学識経験者） 

呼吸器系疾患の医療費が減少しているが、これは感染症の予防対策によるもの

か。 
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（事務局） 

マスクの着用、手洗い・うがいなどの感染症対策で呼吸器系の疾患が抑えられ

たと推測される。インフルエンザの流行も抑えられており、医療費の減少にお

いては、コロナ禍による受診控えの影響が大きい一方、予防保健による医療費

の抑制もみられる。 

 

（事業主代表） 

コロナ禍により受診控えの方が増えていたが、医薬品の処方日数に制限はある

のか。 

 

（事務局） 

一部の医薬品には投薬日数の制限があるが、制限がない医薬品は医師の裁量に

よるところである。 

 

（事業主代表） 

患者自らがジェネリック医薬品を選択できる契機はあるものか。また、ジェネ

リック医薬品に切り替えた場合は、どのくらい安くなるものか。 

 

（事務局） 

処方箋にジェネリック医薬品への変更不可表示がなければ、調剤薬局において

ジェネリック医薬品を選択することができ、また、先発医薬品からジェネリッ

ク医薬品に切り替えすることで 3割以上、中には 5割以上薬代が軽減されるも

のもある。 

 

（被保険者代表） 

ジェネリック医薬品メーカーの不祥事案は、ジェネリック医薬品の信頼性を失

いかねない大きな問題である。ジェネリック医薬品の信頼性を回復するため、

この度のジェネリック医薬品の安全性に関する重大事案は、協会けんぽから社

会発信していただきたい。 

 

（事務局） 

おっしゃるとおり、この度の不祥事案はジェネリック医薬品の安全性、信頼を

大きく揺るがす重大な問題と考えている。協会けんぽとしては日本ジェネリッ

ク製薬協会に対し、医薬品の適正な製造管理や品質管理の徹底、コンプライア

ンスの徹底等について、万全の体制で取り組んでいただくよう要請し、その際

の要望書と日本ジェネリック製薬協会からの回答書を協会ホームページに掲載
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している。今後もジェネリック医薬品の安全性の確保に関する業界団体等の取

組を確認しながら、ジェネリック医薬品の使用促進に努めてまいりたい。 

 

（被保険者代表） 

ジェネリック医薬品を積極的に進めている調剤薬局と、そうでない調剤薬局が

あるので、調剤薬局への働きかけをお願いしたい。 

 

（事務局） 

本年度においても、医療提供側へ訪問活動等による働きかけを行っていく。 

 

 

議題３．インセンティブ制度の見直しについて 

 

事務局よりインセンティブ制度の見直しについて、資料 3、3-1により説明。 

 

『具体的な見直し：ＡとＢ関係（資料 3_インセンティブ制度の見直しについて

_Ｐ2より。以下同じ）』 

（被保険者代表） 

指標 1「特定健診等の実施率」、指標 2「特定保健指導の実施率」及び指標 3「特

定保健指導対象者の減少率」においては、将来の医療費の適正化に資する事業

として、配点を上げてもよいと考える。 

 

（学識経験者） 

指標 3「特定保健指導対象者の減少率」の最上位と最下位の差率が 5 パーセン

トのように、事業指標の偏差が小さい一方、偏差値差が開くものにおいては、

偏差値の設定について見直すべきであると考える。 

 

『具体的な見直し：Ｃ関係』 

（被保険者代表） 

指標 5「後発医薬品の使用割合」においては、ジェネリック医薬品の使用率は

年々高くなっており、これ以上インセンティブを働かせて、効果が伸びるのか

どうか考えるところである。 

 

（学識経験者） 

指標 5「後発医薬品の使用割合」においては、医療費の適正化・削減に寄与す

る事業であり、評価指標から外すべきではないと考える。 
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『具体的な見直し：Ｄ関係』 

（学識経験者） 

取り組みに対する評価をする上では、実施率より伸び率にウエイトを置くほう

がよいと考える。 

 

『具体的な見直し：Ｅ関係』 

（被保険者代表） 

実施率に比べ、実施件数の上昇率においては、人口流入の多寡によるところが

大きいため、実施率にウエイトを置くことが公平であると考える。 

 

『具体的な見直し：Ｆ関係』 

（被保険者代表） 

「健康経営の推進に関する評価指標」においては、労務管理が強固な大企業が

集まる支部に有利であり、零細企業が集まる支部にとっては不利な指標になる

と考える。 

 

（被保険者代表） 

「健康経営の推進に関する評価指標」を新たな成果指標とすることはよいと考

えるが、支部ごとの状況によって、スタートラインに差が生じることが公平性

に欠ける点である。 

 

『具体的な見直し：Ｇ関係』 

（評議会意見） 

指標 4「医療機関への受診勧奨を受けた要治療者の医療機関受診率」の基本的

な考え方に異論なし。 

 

『具体的な見直し：ＨとＩ関係』 

（学識経験者） 

インセンティブが不十分である下位層に効果を及ばせるとは、どの範囲を指す

ものか。 

 

（事務局） 

現在の上位 23支部に加えて 24位以降の支部、例えば、30位支部までをイン

センティブの減算対象に広げることなどが考えられる。 
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（学識経験者） 

減算対象支部を拡大するのではなく、減算対象支部を縮小し、インセンティブ

のインパクトを利かせるべきであると考える。 

 

 

連絡事項について 

次回評議会は、令和３年９月に開催予定。 


